
 
第２４回離島対策等検討会 議事録 

 

 

 

１．日時     ２０１４年３月４日（火）１３時００分～１４時１５分 

 

２．場所     日本自動車会館１１階 

        公益財団法人自動車リサイクル促進センター 第２会議室 

 

３．出席者    大杉座長、渡邊委員、石川委員 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター 再資源化支援部 

        経済産業省・環境省担当官 

 

４．議題     １．２０１４年度離島対策等支援事業 出えん計画（案） 

４．議題     ２．２０１４年度離島対策等支援事業に係る指定再資源化機関の 

出えん要望額について（案） 

４．議題     ３．２０１３年度支援活動報告（暫定版） 

 

５．会議の概要 

       

（再資源化支援部） 

議題１．２０１４年度離島対策等支援事業 出えん計画（案）について説明。 

 

      （委員） 

不法投棄等対策支援事業の活用見込みがない１０台以上の事案１０５件の自

治体数を説明されたい。 

 

（再資源化支援部） 

自治体数は２８であった。特定の自治体に２０件以上事案が集中しているもの

の、自治体ごとの調査方法の違いにより差が表れたものと思われる。 

 

（委員） 

議題１．については、承認する。 

       

（再資源化支援部） 

議題２．２０１４年度離島対策等支援事業に係る指定再資源化機関の出えん

要望額について（案）について説明。 

 

 



（委員）  

         議題２．については、承認する。 

 

（再資源化支援部） 

議題３．２０１３年度支援活動報告（暫定版）について説明。 

 

（委員） 

今後の離島における理解普及活動は、主として事業周知チラシにより継続し

ていくということについて異議はないものの、事業周知チラシに比して配布枚数

が少なかった事業周知カレンダーも効果的であったと思われる。今後、チラシに

よる周知が限界に達したときは、カレンダーによる周知も検討されたい。 

 

（再資源化支援部） 

過去、ポスター、カレンダー及びチラシにより理解普及活動を実施してきたもの

の、不定期に市町村から周知媒体の配布要望があり、その要望に応える体制が

必要であることがわかった。今後、カレンダーによる周知も検討するものの、まず

は常時配布可能な既存の媒体であるポスターに加え、事業周知チラシを一定在

庫用意することにより市町村の要望に応えたいと考えている。 

 

（委員） 

市町村ごとに住民への確認方法が異なると思われるものの、事業周知チラシ

は、事業認知度の向上に効果的であったと評価できる。 

 

（委員） 

不法投棄等対策支援事業の活用を計画した２事案のうち、事業を活用しなか

った１事案について説明されたい。  

 

（再資源化支援部） 

事業を活用しなかった自治体は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づ

く措置を検討したものの、他の廃棄物に係る同様の事案との優先順位や準備等

の手続きを勘案した結果、自治体の条例に基づき当該使用済自動車を処理し

た。 

 

（委員） 

中核事業者の育成支援については完了とあるが、本支援の今後について説

明されたい。 

 



 

 

（再資源化支援部） 

２００６年当初に事業定着の施策として掲げた５６市町村の２０４事業者の育成

は、島内で自動車リサイクル及び本事業を中心となって牽引する事業者を早期

に安定稼働させることを前提に市町村担当者と合意し、支援を開始した。 

現在、当該５６市町村では、育成した中核事業者により事業が活用され、事業

は安定していることから、今後は、育成した中核事業者に課題が発生すれば個

別に対応し、又市町村から要望があれば、個別に育成を支援する。 

 

（委員） 

今後の育成支援について、議事資料へ明記されたい。 

 

（再資源化支援部） 

今回の報告は暫定版であるため、検討のうえ６月開催予定の離島対策等検討

会の確定版で今後の育成支援について報告する。 

 

（委員）  

         議題３．については、了承する。 

 

（再資源化支援部） 

離島対策等検討会での承認を受け、２０１４年度離島対策等支援事業出えん

計画（案）及び２０１４年度離島対策等支援事業に係る指定再資源化機関の出え

ん要望額について（案）について、２０１４年３月６日開催の第５５回資金管理業務

諮問委員会に上程する。 

 

 

以上   


